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第１編

水道、工業用水道事業 

を取り巻く環境 
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策定の趣旨 

第１章 策定にあたって 

本市では、平成 22 年度に 10 年を期間とする「水道・工業用水道ビジョンあまがさ

き」を事業運営の指針として策定し、その将来像や基本目標のもと、水の安定供給と適

切な事業遅営に努めてきました。 

一方で、人□減少社会の到来などの社会情勢を背景に、水道事業においては給水人ロ

の減少や節水機器の普及などに伴う給水量の減少、工業用水道事業においてはユーザ

ー企業の減少といった問題に直面しており、加えて施設の耐震性を確保していくとい

うことも非常に重要な課題となるなど、今後の経営環境はより厳しさを増していくと

考えられます。 

また、厚生労働省が新たに策定した「新水道ビジョン」(平成 25年 3月)においでは、

日本の総人口が減少に転じたことや東日本大震災の経験など、水道を取り巻く状況の

大きな変化に対応していくため、強靭で将来を見据えた持続可能な水道を目指すこと

としています。総務省では中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、将

来にわたってもサービスの提供を安定的に継続していく必要があるとしています。 

このような状況を踏まえて、両事業を将来においても安定的に継続していくため、よ

り長期的な視点に立ち取組を進めていくことが重要となります。 

そうした中で、厚生労働省によると事業者は 30～40 年程度の長期的な更新需要や財

政収支を考慮すべきとされていること、また本市の人口ビジョンが 2060 年までの 40

年先を推計していることを踏まえて、今回 40 年先の将来像を見据えた、直近 10 年間

の計画として新たなビジョンである「あますいビジョン 2029」を策定することとなり

ました。 

新たなビジョンでは、これまで以上に市民や企業、地域との連携を深め、必要となる

取組を選択し、集中して取り組んでいきます。そして、事業者としての使命を果たし、

水道、工業用水道を次の世代へとつなげていきます。 
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水道法の改正 
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１ 人口減少と水需要の減少 

第２章 事業を取り巻く環境 
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１ 人口減少と水需要の減少 

アセットマネジメントの実践 

＜考え方＞

今後多くの施設が更新時期を迎える一方で、更新の財源となる水の需要は人口減少

などに伴い減少していきます。そのような状況の中、将来にわたっても持続可能な水道

を実現するため、アセットマネジメントを踏まえた施設の整備を考える必要がありま

す。 

アセットマネジメントでは少なくとも30～40年程度の中長期にわたる施設の更新需

要及び財政収支を見通したうえで、事業の将来像を考えています。 

その将来像から 10 年先の目標というものを設定し、計画的な施設・管路の更新やダ

ウンサイズによる投資の縮減、また、設備の延命化による維持管理費用の縮減を図って

いきます。 

本来であれば本ビジョン期間において多くの施設を更新する必要がありますが、ア

セットマネジメントの実践により、施設を可能な限り効率的かつ効果的に使用し、ダウ

ンサイズも考慮していくことで、投資の縮減・平準化を図りつつ対応していくことがで

きます。 

（アセットマネジメントの実践イメージ）

更新需要及び財政収支見通し（30～40年）

目標達成

のための取組

10年 20年 30年 40年

将来像10年間のビジョンに反映

アセット
マネジメント

あますいビジョン
2029

目標
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１ 人口減少と水需要の減少 

＜効率的な施設のあり方に向けた検討の方法＞ 

【トータルコスト(更新・維持管理費用とリスク被害額)の最小化】 

将来の施設のあり方として、水道事業で施設形態のケースを複数設定し、各ケースに

更新・維持管理費用・受水負担費用にリスク評価(災害時被害額)も含めたトータルコス

トから最適なケースを抽出します。抽出されたケースについて、定性的な評価や財政収

支シミュレーションも実施したうえで総合的に評価し、最適な案を施設整備の方向性

と位置づけます。 

＜検討期間について＞ 

本ビジョンの策定において実践したアセットマネジメントでは対象の検討期間を 40

年間としています。これは施設の法定耐用年数、特に水道事業の資産の多くを占める管

路の法定耐用年数や更新財源としての企業債の償還期間を考慮し設定しています。 

また、本ビジョン内ではこの 40 年間を 10 年ごとに４分割し、フェーズⅠ～Ⅳと記

載しています。 

フェーズⅠ フェーズⅡ フェーズⅢ フェーズⅣ
2020年～2029年 2030年～2039年 2040年～2049年 2050年～2059年
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２ 自然災害への対応 

＜市民の方々の水道への関心＞

下の図はイベントの際に水道についてどのようなことに関心を持っているかのア

ンケート結果です。圧倒的に災害が起きたら水道はどうなるのか、備えはどんなこと 

が必要なのかというところに

集中するものとなりました。 

これは近年頻発する災害の

影響などがあるとは思います

が、あらためて水道が生活に

欠かせないものという認識が

市民の方々に芽生えてきてい

ます。 
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２ 自然災害への対応 

＜リスクコミュニケーションによる地域防災力の向上＞ 

災害に対する取り組みについて、水道部による「公助」では災害リスクの把握、評価、

大規模地震などの被害想定を実施しており、その被害想定に対する災害対策の強化と

して、耐震化や配水管網の再構築、また減災対策では給水拠点整備やＢＣＰの作成など

に取り組んでいます。 

しかしながら、広域的な大規模災害の際には、交通網や通信の途絶、水道部自身の被

災などにより、公助だけでは対応に限界があります。 

そのため、市民や地域の方々とのリスクコミュニケーションによる地域災力の向上

が必要になってきます。 

リスクコミュニケーションにおける「自助」では災害時の節水あるいは水の備蓄促進

を行っていただき、「共助」では地域での給水拠点の設営や訓練参加などに取り組んで

いただきます。それに対して「公助」の取組としては、情報公開、自助、共助の取組に

対する啓発活動などに取り組むことで、自助、共助、公助、三つの取組によるリスクコ

ミュニケーションを形成し、地域防災力の向上を目指していきます。 

広域かつ大規模災害リスク 

・交通網や通信の途絶 

・水道部自身の被災 

リスクコミュニケーション 

による地域防災力向上 

（リスクコミュニケーションのイメージ）
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２ 自然災害への対応 

＜応急給水・応急復旧の考え方＞ 

本市においては、災害発生時、発災から 3日目まで、4日目から 20日目まで、21 日

目から 28日目までの期間に分けて、各々の期間における給水についての考え方を以下

のように決めています。 

これらの考え方をもとに、それぞれの取組を着実に進め、本ビジョンではさらなる早

期の管路の復旧も目指していきます。 
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３ 水道事業の持続 

＜今後の経営状況＞ 

下記のグラフは現在ある施設を維持・更新していった場合、収益と費用がどのように

推移していくのかを示しています。 

現状のままでは、「2026 年には収益的収支が赤字となり、現行の料金水準を維持する

ことが難しい状態」となります。また、「料金改定を行ったとしても、その先々も費用

は増えていくため、厳しい経営状況」となります。 

このような状況の中、将来にわたっても持続可能な水道を実現するため、アセットマ

ネジメントを踏まえた施設の整備を実践しました。 
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３ 水道事業の持続 

＜投資の縮減などの取組後の経営状況＞ 

アセットマネジメントによる投資の縮減などに取り組んだことで、本ビジョン期間

中は単年度赤字が生じず、企業債残高（施設を更新していく際に借入れる資金）につい

ても増やすことなく事業運営が行える見込みとなりました。そのため本ビジョン期間

中においては、料金改定を行わず、必要な施設の整備が行えると考えています。 

＜本ビジョンでの経営の考え方＞ 

本ビジョン期間中は料金改定を行うことなく、安定的な事業運営が見込めますが、今

後も人口は減少していくため、水需要は減少し、将来厳しい経営環境になっていくと考

えられます。そのような状況では事業規模を縮小した中での運営が必要な状況になっ

てくると考えられ、安心安全な水を安定的に供給することも困難な状況となってきま

す。さらに災害が発生した場合においては断水の期間が長くなり、市民生活の回復に時

間を要するといった状況も考えられます。 

そのため本ビジョン期間中においては、厳しい経営環境を見据えて経営努力を行い、

費用の削減を行っていくとともに、将来事業規模が縮小していく中においても、水道事

業を安定的に運営し、水の安定供給を行える体制の構築を目指し、着実に各取組を進め

経営基盤の強化に取り組んでいきます。 
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４ 工業用水道事業の持続 

本市の工業用水道事業は、地盤沈下対策として昭和 32 年 11 月に給水を開始し、高

度経済成長期でもあったことから昭和 40年代半ばに事業のピークを迎えます。その後

はオイルショックや環境問題などもあり、閉鎖や市外への移転が相次ぎ、現在はピーク

時の約半分のユーザー企業となっています。 

＜ユーザー企業の状況＞ 
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４ 工業用水道事業の持続 

＜工業用水道事業の経営について＞ 

工業用水道事業の近年の動向をみると、ユーザー企業は減少傾向にあるため、水需要

は減少し、給水収益も減少していくものと考えられます。 

工業用水道事業はユーザー企業の動向によって経営環境が大きく変わっていきます

が、その動向は社会環境の変化によって変わってくるため、事業を安定的に経営してい

くためにはユーザーの事業への理解が必要不可欠です。そのためユーザー会議などを

通じて、経営状況などをわかりやすく伝え、ユーザー企業とのコミュニケーションを深

めていく必要があります。 

また、工業用水道事業の施設においても水道事業と同様に老朽化が進んでいる状況

ですので、アセットマネジメントを実践し、投資の縮減などを図りながら施設の整備を

行っていきます。 
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第３章 水道事業と工業用水道事業の概要 
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１ 施策体系 

第４章 基本的な考え方 
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本ビジョンでは、基本理念である「尼の水

を 次の世代へ」に基づき、その実現に向けて

「安全な水を安定して届ける」、「災害から守

り、備える」、「将来へ事業をつなげる」とい

う 3つの目的を設定しました。 

そして、それぞれの目的を達成していくた

めに 5 つの方針を掲げ、これらの下に 18 の

具体的な取組みを施策体系として構成しま

した。 

この 3つの目的の達成に向け、5つの方針

に基づいた 17の取組を着実に進め、「尼の水

を 次の世代へ」という基本理念の実現を目

指します。 

尼の水を 次の世代へ 

尼崎市の水道は通水を開始してから 100 年以上、工業用水道は 60 年以上にわたり、快適な

市民生活と産業・都市活動を支えるライフラインとしての役割を果たしてきました。 

現在、高度経済成長期に整備してきた施設の更新をはじめ、水需要減少への対応や大規模災

害への備えなど新たに様々な課題が生じています。その克服のためには今後の水道、工業用水

道事業について利用者の皆様とともに考え、取り組んでいくことが大切です。 

そして、安定した水の供給を次の世代へ引き継いでいくことが非常に重要となってきます。

これらのことを踏まえ、本ビジョンでは「尼の水を 次の世代へ」という基本理念のもと、

将来、事業規模が縮小していく中においても、水道、工業用水道事業を安定的に運営し、何よ

り災害時も含めて水の安定供給を行えるよう、その体制を構築していくことを目指し、その実

現に向けて着実に取組を進めていきます。 
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３ 本ビジョンの位置づけ 

コ ラ ム 
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コ ラ ム 

＜大規模地震の被害想定 ～上町断層帯地震～＞ 

本市水道施設に対して、被害が最も大きいとされているのが直下型地震である上町断層帯地震で

す。配水管の被害予測では、兵庫県南部地震の約 3倍にあたる 394 件の被害が予測されています。 

この被害予測では、配水支管の被害が非常に多い一方、配水本管での被害が少ない予測となって

おり、この結果を用いた減災対策の取組を進めていくこととしています。 

また、分布図の色は赤系統のラインが管路被害の大きい地域を示しており、上町断層帯に近い市

内の東側で被害が多く発生するという予測になっています。 

＜大規模地震の被害想定 ～南海トラフ巨大地震～＞ 

本市における南海トラフ巨大地震の揺れによる被害は、配水管の被害予測のとおり比較的小規模

となっています。一方、津波の被害では市域の南部地域で広範囲に浸水が発生する予測となってお

り、神崎浄水場の一部で深さ 30 ㎝未満の浸水が予測されています。 
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第２編

現状と取組の方向性 


